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１．研究の背景・目的 

 

近年，都市計画において歩行者中心の安全性を優先

したまちづくりの必要性が主張されるようになりつつあ

り，国をはじめ，地方公共団体においても自動車中心か

ら歩行者中心の社会にシフトする方法を模索していると

ころである．また同時に街を活性化させるため，歩行者

優先施策による魅力向上というコンセプトも提唱されて

おり，街の活性化を考える際に，自動車の存在は無視で

きないものになりつつある． 

しかしながら，各地の商店街において歩行者優先施

策を進めるにおいては，渋滞対策や荷さばきの問題など，

様々な障害が存在しており，必ずしもそれを進めていく

ことは容易ではない．それ故それらを技術的に一つずつ

解消していくことが必要であるが，とりわけ，商店街に

おける「歩行者優先施策についての合意の不成立」は，

技術的解法が困難な本質的な障害と位置づけることがで

きる．そして，そうした合意を阻む主要な理由が，自動

車を排除することによる“売り上げの低下”のリスクで

あると考えられる．すなわち，「自動車来訪者はお金を

多く落としてくれる顧客である」という認識が一定程度

商店街内に存在しており，それ故に，自動車流入規制に

商店街として踏み切れない，という事情が存在している

のではないかと考えられる． 
しかし，果たして自動車来訪者は本当に「お金を多

く落としてくれる顧客」なのであろうか？ 
本研究は，この点について，実証的な検討を加えよ

うとするものである．もしも仮に，「自動車来訪者はお

金を多く落としてくれる顧客である」という自動車来訪

客の出費に関する上記のような認識が誤った認識にしか 
過ぎないのなら，その点を実証的に明らかにすることは， 
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各地の商店街において歩行者優先施策を進める主要な障

害を一つ取り除くこととなるであろう．本研究はこうし

た認識の下，来訪者の消費金額と来訪手段に注目し，自

動車利用の来訪者と自動車以外の来訪手段を利用する来

訪者との間で，消費金額を比較することを目的とし調査

分析を行うものである． 
 
２．調査概要 

 

本研究では，自由ヶ丘商店街来訪者を対象に，来訪

手段，一日消費金額，来訪頻度などの設問項目を設定し

（表1参照）ヒアリング調査を実施した．この調査1)は，

2005年10月下旬～11月上旬にかけて，同商店街の歩行

者に対して行ったものである．ただし，後に示すように，

自動車での来訪者の割合が低く，自動車来訪者のサンプ

ルを十分に確保できなかった．そのため，自動車来訪者

を対象とした追加調査を実施した． 

 追加調査は，同商店街への自動車での来訪者のみを対

象として2006年5月中旬に実施した．この調査では主に，

自由ヶ丘駅周辺の複数の有料駐車場（図1参照）におい

て，被験者に声をかけ設問に回答していただいた． 
 
３．調査結果 

 

（１）既往調査結果より 

既往調査では，街路を行き交う歩行者に対して無作

為に声をかけ，計501人の歩行者にヒアリングすること

ができた．表2に，既往調査における全被験者501人の

来訪手段の割合を示す．その中で，最も来訪手段として

割合が高かったのは電車（約65％，317名）であり，そ

の一方で自動車利用者の割合は全体の3％（14名）と圧

倒的に少なく，自由ヶ丘への来訪手段として自動車を利

用する来訪者はほとんど存在しないという可能性が示さ

れた． 
 

（２）消費金額調査分析結果 

 既往調査と追加調査より，本研究の分析に使用可能な

185のサンプル数を得ることができた．なお，本分析で



は，後で示すように来訪頻度を加味した年間の消費金額

を考慮した分析を行うのだが，来訪頻度を「初めて」と

回答したサンプル（30名）は年間消費金額を算定する

ことができない．ここで，母集団から「初めて」と回答

した被験者とそれ以外の被験者との間の差異を確認した

ところ，「初めて」と回答した被験者を除いた被験者群

の消費金額平均値は他群と統計的に有意な差がないこと

が示された（表３参照）．ついては，本研究では以下の

分析において，「初めて」と回答した被験者を除いたサ

ンプルを使用することとした． 

次に，表4に，本研究の分析に用いたサンプルを来訪

手段別に分類した結果を示す．電車・バス・自転車・徒

歩を来訪手段として回答した被験者をまとめて非自動車

来訪者群，自動車を来訪手段と回答した被験者を自動車

来訪者群と称している．全サンプル185名中，自動車利

用の来訪者（自動車来訪者群）が71名，非自動車来訪

者群が114名となっている．なお，非自動車来訪者群の

うち電車利用の来訪者の割合がもっとも大きく79名と

なっている． 

 

 
表１ 調査概要 

既往調査 追加調査

実施日:
2005年10月下旬

～11月上旬
2006年5月中旬

対象者:

調査地点(図1参照): 路上 駐車場/路上

調査方法:

全被験者N: 501 74

本研究に使用可能なサンプルN: 118 67

計

自由ヶ丘来訪者

ヒアリングアンケート調査

185  

（性別・年齢・グループ構成※・時間帯※）
　※グループ構成（一人/カップル/友達/家族連れ/集団/その他）

　※時間帯（平日/週末　いずれも11:00～18：00）

（買い物/用事/仕事/通過/その他）　いずれかを選択

（電車/バス/自転車/徒歩/自動車）　いずれかを選択

当日消費した金額値、もしくは予算金額値　を回答要請

はじめて/週・月・年に（）回程度 を回答要請　
５）来訪頻度

１）個人属性

２）来訪目的

３）来訪手段

４）一日消費金額

調査項目:

 

 
 

表２ 既往調査における全被験者の来訪手段割合 

合計 電車 バス 自転車 徒歩 自動車 未回答

Ｎ（人） 501 317 25 21 116 14 8

割合（％） 100 64 5 4 24 3 ―  

 

図１ 調査地点 
 

表３ 来訪頻度を「初めて」と回答した群と「初めて以

外」を回答した群の消費金額の平均値と差の検定結果 

N（人） 消費金額平均値 標準偏差

「初めて」 30 \9,867 9179.19

「初めて」以外 185 \10,412 9051.93

全被験者 215 \10,336 9050.12
　※初めて：来訪頻度を「初めて」と回答した被験者

　※初めて以外：「初めて」以外を回答した被験者  

t値 自由度
有意確率
（両側）

平均値の差

-0.31 213 .760 -545.2

t値 自由度
有意確率
（両側）

平均値の差

-0.08 398 .933 -76.1

「初めて」/「初めて以外」の消費金額平均値の差の検定

「全被験者」/「初めて以外」の消費金額平均値の差の検定

 
 

a） 一日消費金額の比較 

 本調査では，被験者に対して「当日消費した金額，も

しくは当日の予算金額」を一日消費金額として回答して

いただいた．表5に，全被験者，自動車来訪者群，非自

動車来訪者群，それぞれの一日消費金額の回答分布結果

と平均値を示す．一日消費金額は5,000円刻みで分類し

た．また，二群間の平均値差のt検定結果も合わせて示

す． 

表5に示すように，全被験者における一日消費金額の

平均値は約10,400円であり，5,000～9,999円と回答し

た人の割合が最も大きかった． 

自動車来訪者群においては，0～4,999円と回答した

人の割合が35%と最も多く，その一方で30,000円以上

と回答した人も14%存在している．一方，非自動車来訪

者群においては，5,000～9,999円と回答した人の割合

が42%と最も多く，25,000円以上と回答した人の割合



は2％という結果となった． 
また，自動車来訪者群と非自動車来訪者群の二群間

で一日消費金額の平均値を比較したところ，自動車来訪

者群の一日消費金額の平均値は約11,600円，非自動車

来訪者群は約9,700円であり，自動車来訪者群の方が1,9
00円程度高いことが示されたが，統計的に有意な差と

しては認められなかった． 
 

 b）年間消費合計金額の比較 

本研究では，一日の消費金額に来訪頻度を加味して

推定した年間の消費合計金額に関して分析を行った．な

お，年間の消費合計金額は，来訪頻度を年間来訪回数に

換算し，それと一日消費金額の積より算出している． 
 

 
表6に自動車来訪者群と非自動車来訪者群それぞれの

年間来訪回数と年間消費合計金額の平均値，および，二

群間で各々の平均値を比較した検定結果を示す． 
表6より，年間来訪回数の平均値に関しては，二群間

において有意な差は見られず，それぞれ70回/年程度で

あった．一方で，年間消費合計金額の平均値は，自動車

利用者群（約44万円）より非自動車利用者群（約65万
円）の方が20万円程度大きく，なおかつ，二群間に統

計的な有意差が認められた． 
 
c）一日消費金額と年間来訪回数の相関分析 

a)，b)において，自動車来訪者群と非自動車来訪者群

の二群間で，一日消費金額，年間来訪回数の平均値には

有意差は見られなかった一方で，両者の積より算出した

年間消費合計金額の平均値に関しては，非自動車来訪者

群の平均値の方が大きく，なおかつ，二群間には統計的

に有意な差が認められた． 
そこで，その原因を分析するために，表7に示すよう

に，一日消費金額と年間来訪回数の相関係数を二群それ

ぞれに分けて算出した．この結果より，非自動車来訪者

群においては，一日消費金額と年間来訪回数に有意な相

関は見られなかった一方で，自動車来訪者群においては，

強い負の相関が見られた．つまり，自動車利用者のうち，

来訪頻度が高い人ほど一日に消費する金額が小さく，逆

に来訪頻度が少ない人ほど一日に消費する金額が大きい

傾向が強いことが示された． 
また，全被験者を低頻度・中頻度・高頻度の三つの

来訪頻度（年間来訪回数）に分け，各頻度グループごと

に一日消費金額の平均値を算出し，視覚的にグラフ化し

た結果を表8，図2に示す．なお，低頻度は月一回未満の 

表４ 消費金額分析に用いた全被験者の来訪手段割合 
N 71（38%） 79（43％） 9（5%） 3（2%） 23（12%）

自動車 電車 バス 自転車 徒歩

自動車来訪者群

群別N 71（38%）

総計

非自動車来訪者群

114（62%）

来訪手段

185（100%）

( %):総計に対する割合  
 
表５ 各群の一日消費金額分布割合と平均値差の検定 

 

一日消費金額 N（人） 割合 N(人) 割合 N（人） 割合

0 ～ 4,999円 40 22% 25 35% 15 13%

5,000 ～ 9,999円 63 34% 15 21% 48 42%

10,000～14,999円 34 18% 12 17% 22 19%

15,000～19,999円 19 10% 4 6% 15 13%

20,000～24,999円 16 9% 4 6% 12 11%

25,000～29,999円 2 1% 1 1% 1 1%

30,000～34,999円 6 3% 5 7% 1 1%
35,000～39,999円 0 0% 0 0% 0 0%

45,000～49,999円 3 2% 3 4% 0 0%

50,000～円 2 1% 2 3% 0 0%

合計 185 100% 71 100% 114 100%

平均値
標準偏差

（最大値・最小値） （60,000円・0円） （60,000円・0円） （30,000円・0円）

全被験者

10,411.9円
9051.9

11,578.9円
12581.9

9,685.1円
5828.1

自動車来訪者群 非自動車来訪者群

 

t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差

1.191 88.975 .237 1893.80  
 
表６ 各群の年間来訪回数と年間消費合計金額の平均値

と差の検定 
全被験者 自動車来訪者群 非自動車来訪者群

（N=185） （N=71） （N=114）
平均値 70.84 69.15 71.88

標準偏差 98.84 92.73 102.85

（最大値/最小値） （336/1） （336/1） （336/1）

平均値 \572,849 \442,661 \653,931

標準偏差 921834.17 522107.5 1094332.2
（最大値/最小値） （5,376,000/0） （3,360,000/0） （5,376,000/0）

年間来訪回数
（回/year)

年間消費合計金
額(円/year)

 

t値 自由度 平均値の差

年間来訪回数 -0.186 160.125 0.852 -2.73

年間消費合計金額 -1.764 173.319 0.080 ** \-211,230

　有意確率（両側）

*5%有意，**1%有意(両側)  

 
表７ 一日消費金額と年間来訪回数の相関係数 

ｒ -0.31 -0.07 -0.185

ｐ .008 ** .452 .012 *
ｎ 71 114 185

r:相関係数， p:有意確率　*5%有意，**1%有意(両側)

自動車来訪者群 非自動車来訪者群 全被験者

 
 

表８ 来訪頻度別の一日消費金額の平均値 

Ｎ 平均値 Ｎ 平均値 Ｎ 平均値

低頻度 1～12回/年（月1回以下） 23 \19,652 48 \10,135 71 \13,218
中頻度 13～96回/年（週2回以下） 31 \9,497 44 \9,568 75 \9,539

高頻度 97～回/年（週2回以上） 17 \4,453 22 \8,936 39 \6,982

全被験者自動車来訪者群 非自動車来訪者群

 
 
来訪頻度（年間1~12回程度来訪），中頻度は月一回以

上週二回未満の来訪頻度（年間13～96回程度来訪），

高頻度は週二回以上の来訪頻度（年間97回以上来訪）

として分類している． 
 その結果，自動車来訪者群の中で来訪頻度が小さい低

頻度の来訪者は，消費金額が大きいものの，来訪頻度が

一定程度以上の高頻度の来訪者は，消費金額が小さいこ

とが示された．一方，非自動車来訪者群においては，三

年間消費合計金額（円/year） 

 = 一日消費金額（円/day）× 年間来訪回数※（回/year） 

※来訪頻度より換算 



つの頻度でほぼ同程度の消費金額の平均値が示された．

また，中頻度の来訪者は，二群間においてもほぼ差はな

く，同程度の消費金額の平均値が示された． 
 

４．おわりに 

 

 商店街の歩行者優先施策を進める上での問題点の一つ

として，自動車利用の来訪客を排除することで売上が低

下することを懸念している商店主らの存在が挙げられる．

そこで，本研究では，自動車利用者と非自動車利用者と

の間で，来訪者の消費金額に差異があるか否かを確認す

ることを目的として，目黒区自由ヶ丘商店街の来訪者に

対して，当日の消費金額，来訪頻度，来訪手段などを聞

き取るヒアリング調査を行った． 
まず，既往調査より，歩行者における自動車来訪者

の割合が全体の3％と圧倒的に少ないという結果を得た． 
また，自動車来訪者群と非自動車来訪者群の二群間

で一日消費金額の平均値には有意差は認められなかった

一方で，来訪頻度を加味して推定した年間の消費金額合

計については，非自動車来訪者群の方が大きいことが示

された．その原因を分析したところ，自動車来訪者群の

中で来訪頻度が極端に小さい来訪者において消費金額が

大きいものの，来訪頻度が一定程度以上の自動車来訪者

の消費金額が小さいことが，その原因となっている様子

が示された． 
以上の分析結果は，「自動車を利用して来訪する顧

客はお金を落とす」という商店主らの認識が誤っている

可能性を示唆するものである．同時に，この「事実デー

タ」は，商店主らが抱いている，自動車抑制施策に対す

る上述のような懸念を払拭できる可能性をもったデータ

である．すなわち，第一に，そもそも，自動車で来訪す

る顧客の割合が数％程度と非常に低い水準にあり，必ず

しも，自動車来訪者は，商店街全体にとって主要な顧客

層ではないという可能性が示された． 
第二に，一部の商店主らが期待しているであろう高

額消費を行う顧客層が自動車来訪者の中に確かに存在す

ることも示されたのだが，同時に出費金額の低い自動車

来訪者も存在しており，結果的に全体の「平均」として

は，両者との間には有意な差が見られなかったのであり，

必ずしも，自動車来訪者が全体として商店街全体にとっ

て「旨味のある顧客」とは言えない可能性が示された． 
 第三に，自動車で来訪する高額消費者に限って来訪頻

度が低い一方，週に２回以上来訪する高頻度来訪者にお

いては，自動車来訪者は非自動車来訪者の半分程度しか

出費しておらず，その結果として，年間の出費金額は，

非自動車の方が高いという結果が示されたのであり，こ

のことは，商店街全体の長期的観点からの経営戦略とし

て自動車来訪者が「旨味のある顧客」どころか「旨味の 
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図2 来訪頻度別の一日消費金額平均値グラフ 

 

無い顧客」である可能性を示している． 
以上を簡潔に言うなら，自由ヶ丘商店街への自動車

来訪者は，1）ごく一部にしか過ぎず，2）その一部の

自動車来訪者は一日出費金額の観点から見て「優良な顧

客」とは言えず，かつ，3）長期的戦略的観点から見れ

ば，トータルとしての出費金額の低い「旨味の無い顧

客」である可能性がデータとして示されたのである．こ

うした結果は，歩行者優先施策や自動車の流入を何らか

の形で規制していくことが，地域の交通環境を改善する

ばかりではなく，商店街自らの全体の「経営戦略」を考

える上でも得策である可能性を示唆するものである．な

お，今後は，本研究で得た知見がどの程度の一般性を持

つものであるのかを含めたさらなる調査研究が課題であ

ると考えられる． 
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